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来年度予算編成から町民に公表！ 

平成28年度予算編成時、11月に各課から提出 

され、まとめられた段階から逐次町民に内容が 

公表されます。 

 

公表された内容を町民が検討でき、必要なこと 

を町民の代表機関である議会で 

提案できるようになれればと思います。 

 



要求額の歳出・歳入の差額 

 6億6,843万7千円 歳出超過 
歳入（一般会計と特別会計合計）150億7,135万円 

歳出（一般会計と特別会計合計）157億3,98万7千円 

          

   

 

一般会計歳出超過6億6,843万7千円 
  超過額が一般会計の歳入要求総額の9％（1割近い） 

 

 

どうして、歳出超過額が、
こんなに大きな金額な
の？ 
 



予算とは？ 
予算＝町の1年間の収入（歳入）と支出（歳入） 
     の見積もり 
              住民に対して公租、公課を義務づけ、 
     その見返りとしての行政サービスを 
     約束するもの 
予算が不健全な状態が続く→財政硬直化→ 
行政の計画的な運営が不可能 
 

堅実な予算編成が重要 

 
予算編成・ 
財政執行の 

権限を持つ
町長の責任 

町民の 
説明責任 



来年度予算編成への町財政研究会4
４つの検討観点1/2 

1 予算編成にあたっての前提 

①二宮町の置かれた状況把握と目指す方向 

②身の丈にあった財政規模 

③歳入構造強化策、歳出予算合理化策 

④次年度・将来に負担をかけない対策 
 

2 予算編成方針の整合性 

①町の財政をゼロから見直しにしては歳出超過額が大 

②ゼロとなった事業が不明 

③総合計画・行革大綱・総合戦略等の反映方法が不明 

④全庁的共通認識が欠如する「1件査定方式」の問題点 



来年度予算編成への町財政研究会４
4つの検討観点2/2 

3 予算編成の随時公表意図  

①町民の検討基準となる資料不備 

②町民、議会との仕組みが不明 
 

4 予算見積りの問題 

①事業予算の適正を判断する事業目的が不明 

②人件費削減の対応が不明 

③団体への補助金をゼロから見直していない 

④ゼロから見直しは、前年未満では不可能 



公表された予算編成状況分析1 
歳入      （単位：千円） 

     区  分  H26年度決算  H27年度当初予算  H28年度要求額  差額 

  一般会計  7,886,445 7,788,000  7,285,886  -502,114  

特 国民健康保険 3,371,466  3,817,576  3,599,565  -218,011  

別 後期高齢者医療 771,152  777,034  818,048  41,014  
会 介護保険 2,205,288  2,305,109  2,405,214  100,105  
計 下水道事業 981,553  1,030,722  962,637  -68,085  

  合  計  15,215,904  15,718,441  15,071,350  -647,091  

歳出 

     区  分   H26年度決算  H27年度当初予算  H28年度要求額  差額 

  一般会計  7,617,021  7,788,000  7,954,323  166,323  
特 国民健康保険 3,202,119  3,817,576  3,599,565  -218,011  
別 後期高齢者医療 741,327  777,034  818,048  41,014  
会 介護保険 2,174,692  2,305,109  2,405,214  100,105  
計 下水道事業 966,409  1,030,722  962,637  -68,085  
  合  計  14,701,568  15,718,441  15,739,787  21,346  

6億6,843万7千円 
歳出超過 

注：ホームページで公表された「平成28年度当初予算編成状況」と平成26年度決算書から作成 



公表された予算編成状況分析2 
歳入  （単位：千円） 

        款 H26年度決算 H27年度当初予算 H28年度要求額 差額 
1 町税  3,638,599  3,499,403  3,474,417  -24,986  
2 地方譲与税 56,823  58,500  58,000  -500  
3 利子割交付金 8,406  8,500  8,400  -100  
4 配当割交付金 36,494  20,000  35,000  15,000  
5 株式等譲渡所得割交付金 22,827  20,000  20,000  0  
6 地方消費税交付金 258,775  330,000  410,000  80,000  1 

7 ゴルフ場利用税交付金 8,641  8,000  8,000  0  

8 自動車取得税交付金 16,058  15,000  17,000  2,000  
9 地方特例交付金 15,419  14,000  11,000  -3,000  
10地方交付税 1,087,916  1,052,000  1,058,000  6,000  2 
11交通安全対策特別交付金 4,095  4,000  4,000  0  
12分担金及び負担金 151,049  288,771  180,880  -107,891  2 
13使用料及び手数料 188,753  192,105  190,507  -1,598  
14国庫支出金 797,748  800,923  717,676  -83,247  4 
15県支出金 475,901  547,965  515,217  -32,748  
16財産収入 35,569  11,709  11,228  -481  
17寄付金 8,604  3,002  2,407  -595  
18繰入金 175,901  96,503  6,003  -90,500  3 
19繰越金 279,941  190,000  150,000  -40,000  
20諸収入 102,825  107,619  108,151  532  
21町債 516,100  520,000  300,000  -220,000  1 
      合 計 7,886,445  7,788,000  7,285,886  -502,114  

町債の減収
が大きい 
2億2千万円
の減 



公表された予算編成状況分析2 
歳出 （単位：千円） 

        款 H26年度決算 H27年度当初予算 H28年度要求額 
 H27当初予算 
 との差額 

1 議会費 120,948  132,589  134,317  1,728  

2 総務費 1,327,464  1,130,419  1,104,838  -25,581  

3 民生費 2,556,319  2,686,078  2,808,474  122,396  2 

4 衛生費 920,866  1,114,866  995,715  -119,151  1 

5 農林水産費 76,009  72,270  78,722  6,452  

6 商工費 79,934  82,131  71,404  -10,727  

7 土木費 763,837  849,598  824,168  -25,430  

8 消防費 420,135  396,625  553,071  156,446  1 

9 教育費 715,553  683,825  707,777  23,952  

10災害復旧費 0  3  3  0  

11公債費 635,954  629,057  655,834  26,777  

12予備費 0  10,539  20,000  9,461  

      合 計 7,617,021  7,788,000  7,954,323  166,323  

6億6,843万7千円 歳出超過 
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注：財政課からの資料や説明から作成 



提案   予算編成への町民参加 

 ～予算編成の見える化作戦(一般会計） 

借金の将来分析グラフの作成⇨借金ゼロ元年の設定 

⇨身の丈に合った予算規模の公表 

＜町民・職員が一見して検討できる歳出削減方法＞ 
 

1 優先順位分類座標の作成 
 

2  補助金の一律申請・公表審査化 
 

3 職員が働く意欲を増す観点からの人件費・委託の
見直し 

 

 

4 優先順位分類座標の観点も入れた行政評価・監査 



予算編成見える化作戦イメージ 

借
金 

年度 

H27
2015 

H32
2020 

73億円 

身の丈に合った一般会計予算規模 
例えば要求歳入73億円－町債3億円＝70億円 
 

H28 
2016 

9億円の歳出超過 
事業優先順位づけ等
の方法で歳出削減 

1 優先順位分類座標の作成 
 

2  補助金の一律申請・公表審査化 
 

3 職員が働く意欲を増す観点からの 
  人件費・委託の見直し 
 

4 仕分け分類座標の観点も入れた 
  行政評価・監査 

H37 
2025 

借金0 

ゼロから見直した
場合のイメージ 
存続可能への道 H26 

2014 

今までのように借金を積み 
重ねた場合のイメージ 
消滅への道 

団塊の世代が７５歳以上の
後期高齢者になる年 
４人に１人が７５歳以上と 
いう超高齢社会の到来 

要求歳出79億円－70億円＝9億円 

Ｈｈ 
平成26年度末借金額約74億円- 
平成27年度返金額約6億円+ 
平成27年度借金額約5億円 
 
 



優先順位分類座標の例 

0 

歳出削減や税収増への寄与度 
－ 
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+ 
プラス 

+ 
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★ 
Ex.にぎわい創出みん
なの朝市への協力 

★ Ex. 町民推進 
  公共プロジェクト 



参考資料 

次からは、町や国が公表している資料やデータ 

から、町民が予算編成の中で検討する参考に 

なる資料としてまとめてみました。 
 

8～11ページ 平成28年度予算編成方針からまとめ 

11、12ページ 平成25年度財政諸表からまとめ 

13ページ    平成27年度当初予算の概要からまとめ 

13ページ    平成25年度総務省市町村別決算状況調と 

       決算カードから作成 

 



予算編成方針 
①前期基本計画期間中の行政評価結果 

  二宮町 総合戦略の方向性 

    第４次二宮町行政改革大綱 
 

② 町の財政をゼロから見直し  聖域を認めず歳出予 算の全てを検証 

                     徹底した合理化策を講じた上で必要最小 

                     限の予算を一から構築 
 

③予算編成方針+予算編成過程の公表 
 

④各事業及び施設の管理・運営に必要な人件費や諸経費の柔軟な発想に
基づく見直し 

 

⑤ 「一件査定方式」により実施 

  予算全てにおいて適切な積 算根拠と財源見通しを備えたものとし、町民
に対して十分な説明責任を果たしていく 

各事業の内容について適切 な
見直し 

中期基本計画・総合戦略への
位置づけについて留意 



財政状況の見通し 
（歳入） 

町税→生産労働人口の減少を主な要因として平成 28 年度も減少 

地方交付税→前年並みの交付額 を期待したいが、予断を許さない状況 

町債→地方債残高が借入額と償還額とが拮抗→従前以上の抑制必要 

（歳出） 

消費的経費→今まで以上に人件費の抑制 

扶助費→子育て支援や高齢者 支援などへ適切に対処するため、多くの割合で
予算化せざるを得ない 

物件費→施設の管理体制のあり方、維持管理経費の見直 し→予算削減を模索
+事業の統廃合なども積極的に行うべき 

特別会計への繰出金→事業の縮小、廃止、先送りなどの対策迫られる 

全ての事務事業→ 「前年未満」で予算化必要 

投資的経費→計画の裏付け、真に必要な事業以外は予算化が困難な状況 

  国庫補助事業であっても予算化の見送りや縮小 

（まとめ）十分な効果を得られていないよう な事業 

      効果を立証できない事業 

      当初目的を達成し根拠なく存続して いるような事業 

廃止 



予算見積もりの基本事項 
① 「総合計画」の事業の進捗状況等+重点施策を念頭 

②未確定要素の強いものは、部長査定の段階で排除 

③議会からの予算・決算審査意見、監査委員からの決算監査審査指摘事項 の反映 

④ 「二宮町総合戦略」の事業に係る財源は、確実に捕捉 

⑤滞納繰越額→可 能な限り高い目標となる徴収率 原則 として理論値で予算見積 

⑥町職員で設計額を積算できないものは、原則として設計委託の 予算計上 

⑦施設管理に係る委託料等の物件費→法律で義務化されているものを除き 必要最小限 

     維持補修費→施設利用者に対し不利益 や危険を及ぼす蓋然性が高い場合に限定 

⑧投資的経費→説得力のある計画 

⑨団体等への補助金→算定根拠を記載し原則として要求額。根拠不明な時は補助対象とし ない 

 場合もあり 

⑩工事請負費、委託料等→人件費の上昇傾向、 物価上昇などを十分に配慮+内容が華美・過大 

  とならない留意 

⑪報酬、賃金などにより任用する者の単価→最低賃金の動向、近隣市町 の状況調査、正職員の 

  給与事情 なども勘案 

⑫工事などを公共施設課に執行委任する予定のもの→予算見積書提出前に十分に 事前調整 

⑬全ての経費について「前年未満」 を念頭に予算見積 

 前年踏襲に終始した工夫のない予算となら ないよう「改善」に留意 



重点施策1 
生活の質の向上と定住人口の確保  

 
 

○高齢者の生きがい活動の推進・支援  ○地域福祉計画の策定  

○社会福祉協議会との連携強化  ○町内事業者等と連携した要支援者対策 

の推進  ○かかりつけ医の普及促進  ○医療連携と在宅医療多職種連携の 

推進  ○介護予防教室の充実  ○介護人材確保の支援  

○同居・近居の推進による安心な暮らしの推進と定住人口の確保 

○児童・生徒の生きる力の育成と、学習環境の整備  
  ・コミュニケーション能力（国語力・英語力）の育成  ・たくましく生きるための体力の向上   

○すべての児童・生徒が安心して学べる教育環境づくり  

 ・将来を見据えた学校のあり方の検討〔新〕  ・教育相談体制の強化（チーム力の向上）  

○放課後児童対策の充実  

○子育て支援の促進  
 ・待機児童への対応と駅前保育所の開設〔新〕  ・児童相談体制の充実  ・病後児保育事業の 

 検討〔新〕 

○空き家対策と住環境の整備による定住促進  
 ・空き家等の適正管理と空き家バンク制度〔新〕    ・まちづくり条例（仮称）の制定〔新〕  



重点施策2 
環境と風景が息づくまちづくり 

 ○町の文化・情報の拠点 図書館事業の推進  

○ごみ処理広域化による円滑なごみ処理の推進  

 ・二宮町ウッドチップセンターの運営 ・リサイクルセンターの整備 ・し尿処理施設の再整備 

○地球環境保全事業 ・再生可能エネルギーの計画策定と活用方法の検討〔新〕  

○公共下水道の整備促進  

○新たな起業者支援策の検討〔新〕  

○公園・広場の充実と適正な管理運営  

 ・公園統廃合に向けた協議、検討  

○子どもから大人までの健康づくり事業の推進〔新〕  

○未利用町有地の有効活用の調査・検討〔新〕  

 ・町の課題の整理と専門的組織における検討〔新〕 



重点施策3 
交通環境と防災対策の向上  

○海岸浸食対策に向けた取組み  

 ・国直轄西湘海岸保全事業の推進に向けた連携、協力  

○道路環境と橋りょうの整備  

○地域公共交通の運行計画の見直し〔新〕 

○１市２町消防指令センターの整備〔新〕  

○災害に強いまちづくり  
 ・木造住宅耐震診断及び改修に関する補助  

 ・防災行政無線移動系の整備（地区本部） 



重点施策4 
戦略的行政運営 

○対話型まちづくり（まちづくり移動町長室）の推進  

○職員研修の充実と人事評価制度の本格導入  

○総合計画と総合戦略の推進  

○行政改革の推進（第 4 次行政改革大綱・推進計画の進捗管理）  

○産学連携の推進  

○適正な公有財産管理  ・公共施設再配置全体計画の推進と実施計画の策定〔新〕 

                     ・公共施設予約システムの導入に向けた検討と稼働率の向上〔新〕  

○効率的な情報システム運営  ・都市計画基本図の改訂〔新〕  ・道路台帳の電子化  

○まちづくり条例（仮称）の制定〔新〕（再掲）  

○広域行政の推進  

○情報発信力の強化〔新〕  ・ＳＮＳを活用した情報発信〔新〕  ・にのみやＳｔｙｌｅの提案〔新〕  

○マイナンバー制度の適切な運用  

○二宮ブランド商品などを活用したふるさと納税の推進 



賃借対照表（普通会計）  
 H23年度    H24年度    H25年度   
 金額(千円）  比率(%)  金額(千円）  比率(%)  金額(千円）  比率(%) 

資産の合計 49,163,839 100.0  48,418,736 100.0  48,236,313 100.0  
 金融資産 1,287,441 2.6  921,434 1.9  865,973 1.8  

  資金 727,996 1.5  272,905 0.6  279,976 0.6  
  債権 136,629 0.3  119,331 0.2  93,902 0.2  
  投資等 422,816 0.9  529,197 1.1  492,095 1.0  

 非金融資産 47,876,399 97.4  47,497,303 98.1  47,370,339 98.2  
 事業用資産 15,898,859 32.3  15,555,497 32.1  15,583,412 32.3  
土地 9,130,010 18.6  9,171,224 18.9  9,396,505 19.5  
建物 6,768,849 13.8  6,384,274 13.2  6,186,907 12.8  
インフラ資産 31,977,540 65.0  31,941,806 66.0  31,786,927 65.9  
土地 23,161,385 47.1  23,765,143 49.1  23,773,965 49.3  
建物 8,816,155 17.9  8,176,663 16.9  8,012,962 16.6  

負債の合計 8,765,195 17.8  8,711,946 18.0  8,833,996 18.3  
 流動負債 564,996 1.1  567,545 1.2  669,268 1.4  

  公債（短期） 467,137 1.0  467,472 1.0  567,833 1.2  
  賞与引当金 77,499 0.2  79,713 0.2  81,075 0.2  
  未払金等 20,360 0.0  20,360 0.0  20,360 0.0  
非流動負債 8,200,199 16.7  8,144,401 16.8  8,164,728 16.9  
  公債 6,761,451 13.8  6,846,344 14.1  6,860,849 14.2  
  退職金引当金 1,438,748 2.9  1,298,058 2.7  1,303,879 2.7  

            

負債・純資産の合計 49,163,839 100.0 48,418,736 100.0  48,236,313 100.0 
純資産の合計 40,398,645 82.2  39,706,790 82.0 39,402,317 81.7  

資産は減少、 
負債は増加、 
2年間で純資産は 
約1億減少。 
 

平成25年度末

現在で純資産
は、約394億円。 
資産のうち98％

が非金融資産
で、事業用資産
は32％で156億
に過ぎない。 

一方負債は、
88億円で公債
が75億円で、負
債全体の84％
を占めています。 



行政コスト計算書（普通会計） 

      H23年度        H24年度         H25年度  

 金額(千円）  比率(%)  金額(千円）  比率(%)  金額(千円）  比率(%) 

  経常費用 6,769,247 100.0  6,761,597 100.0  6,921,683   100.0 
   経常業務費用 3,940,683 58.2  3,672,239 54.3  3,909,313 56.5  

 人件費 1,652,360 24.4  1,504,855 22.3  1,690,101 24.4  

 物件費 1,022,704 15.1  910,230 13.5  904,964 13.1  
 経費 1,141,659 16.9  1,138,732 16.8  1,204,514 17.4  
 業務関連費用 123,960 1.8  118,422 1.8  109,733 1.6 

移転支出 2,828,564 41.8  3,089,359 45.7  3,012,370 43.5  

 他会計 1,058,928 15.6  1,083,277 16.0  1,111,550 16.1  

 補助金等 952,619 14.1  1,207,335 17.9  1,126,845 16.3  

 社会保障関係費等 811,967 12.0  794,085 11.7  769,703 11.1  

 その他 5,051 0.1  4,662 0.1  4,272 0.1  

 経常収益 304,363 100.0  290,953 100.0  288,796 100.0  

  業務収益 183,604 60.3  198,493 68.2  206,695 71.6  
 業務関連収益 120,760 39.7  92,460 31.8  82,101 28.4  

 純行政コスト 6,464,883 100.0  6,470,644 100.0  6,632,888 100.0  

2年間で経常 
費用は増加し、 
増加額が多い 

のは、人件費
（3,800万円）、 
経費（6,300万

円）、他会計
（5,300万円）と 
補助金等（1億
7,400万円）へ
の移転支出。 
一方経常収益 
は年々減少し、 

業務収益は
年々増加（2年
間2,300万円

増）しているの
に業務関連収
益（2年間3,900
万円）は減少。 

純行政コストは年々増加し、平成25年度末現在で66億円。
2年間で1億6,800万円の増額。 



普通会計財務分析 
              項   目   H25年         自治体平均 

     ３万人未満  ３万人以上 

 実質純資産比率(%) 46 56 50 
 債務償還可能年数（年） 8.4 6.54 6.62 
 流動比率(%) 0.77 2.29 1.22 

 住民一人当たり地方債（千円） 257 425 315 
 住民一人当たり総行政コスト（千円） 255 419 311 
 住民一人当たり人件費物件費等（千円） 151 248 174 
 住民一人当たり人件費（千円） 59 88 68 
 住民一人当たり減価償却費直接資本減耗（千円） 31 55 38 

 住民一人当たり税収（千円） 138 116 163 
 住民一人当たり補助金収入（千円） 90 269 110 

 純資産比率(%) 82 77 80 
 当期純資産変動額（千円） -304,473 83,038 -215,072 
 固定比率(%) 32 41 29 

 受益者負担率 3 6 6 
 住民一人当たり社会保障関係支出（千円） 27 39 55 

 自主財源比率 60 30 62 
 資産老朽化比率(%) 74 50 53 
 年間資産更新必要額（億円） 14 6 28 

 当期固定資産形成額（億円） 8 4.6 24 
 資産更新準備率（%) 2 22 12 

注：赤字は自治体平均より悪い数値、桃色枠は明らかに問題があるもの 

全国的に財政が悪化している中でその平均値より数値が悪い。実質純資産比率が低く、債務償還可能年数も
長く、資産更新準備ができていないのは、問題ではないでしょうか。 

流動比率が1を切り、
以後1年間の支払準備

が十分ではなく、次年
度税収を充てるか、新
たな借り入れをするか
です。 
 

当期純資産変動額が
マイナスで、将来世代
に3億円以上先送りし
たことがわかります。 
 

資産老朽化率が自治
体平均より高く、道路、
橋梁などのインフラ、
公共施設が老朽化が
進み、年間資産更新
必要額が14億円に対

し、当期固定資産形成
額が8億円で6億円も
下回っています。 
 

資産更新準備率が、
わずか2％で自治体平

均より大幅に下回り、
資産更新準備ができ
ていません。 



二宮町の借金状況 

平成27年度までの起債総額  111億9,170万円 

 内平成27年度起債額       5億2,000万円 

平成26年度末未償還金額  74億903万8,410円 

平成27年度償還金額    6億2,831万2,278円 

   内元金            5億3,964万9,694円 

   利子                                          8,891万2,584円 

未償還金額が歳出金額と同じくらい
なんて驚き! 
利子返済が約9千万円。 
これだけでも様々な事業が 
できますね。 



平成25年度決算県内町比較 
 町名 歳出合計 

 

人件費（千円） 
 

委員等 

報酬 

付属機 

関等 

非常勤 

職員 
職員給 職員総数 

葉山 8,829,144 2,594,032 163,091 5,441 134,677 1,685,040 251 

寒川 13,228,566 2,951,546 47,637 25,030 3,594 2,023,851 319 

大磯 9,253,002 2,151,290 31,658 1,297 9,266 1,439,452 243 

二宮 7,950,945 1,707,556 105,481 16,473 67,717 1,061,316 211 

中井 3,760,764 781,050 24,953 8,685 2,307 449,521 92 

大井 4,800,744 1,121,592 34,112 2,360 9,957 688,852 128 

松田 3,636,385 848,236 49,288 243 29,868 495,624 95 

山北 5,183,663 1,147,741 33,892 407 12,329 709,379 138 

開成 5,097,640 901,873 23,984 2,697 11,475 553,261 106 

箱根 9,133,057 2,910,697 39,724 2,657 21,768 1,934,514 345 

真鶴 3,000,774 692,400 13,591 3,772 517 424,579 79 

湯河原 8,158,122 2,322,988 20,123 5,800 2,509 1,535,076 276 

愛川 12,022,671 3,203,147 68,661 5,442 28,593 2,190,846 352 

※総務省市町村別決算状況調と決算カードから作成 （単位：千円、名）                        


